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「人の環流」に係る広域連合の平成 30年度の関連事業 

都市と農村の交流 

都市との交流による農山漁村の活性化と多面的機能の保全[農林水産部] 

 １ 「都市農村交流サイト」の運営 (０千円) 

   構成府県市の優良事例や域内の交流施設等を紹介する「都市農村交流サイト」を運営 

 ２ 都市農村交流のための人材育成(728千円) 

  (1) アドバイザー人材バンクの構築と派遣 

    都市農村交流に関する知見を有する人材を登録する「アドバイザー人材バンク」を構築し、

地域からの要請に応じ、アドバイザーを派遣 

  (2) 都市農村交流フォーラムの開催 

    構成府県市における都市農村交流優良事例の発表や、地域課題の解決に向けた現地見学と

意見交換を行うフォーラムを開催 

    H29年度実績  

     日 時 平成 29年８月 21日(月)13:30～16:30 

     場 所 大阪府立国際会議場 1202会議室 

     参加者 都市農村交流実践者、地域おこし協力隊、行政関係者、学生等 76名 

     結 果 地域におけるリーダー育成方法、インターンシップの学生受入などについて活

発な意見交換が行われた 

海外観光客の環流 

関西観光本部事業[広域観光・文化・スポーツ振興局] (38,000千円) 

 ・関西広域での観光客誘客の推進を目的として、官民が一体となって一般財団法人関西観光本部

を設立(平成 29年４月)。 

・国のビジット・ジャパン地方連携事業や美の伝説事業(広域観光周遊ルート形成促進事業)等を

活用し、旅行商品の造成や個人観光客等の関西への誘客を促進するため分担金を拠出 

 

 

 

資料４ 

ビジット・ジャパン地方連携事業 

地方が広域に連携して取り組む訪日プロモーション事業 

について、国が共同で実施することにより支援する事業。 

東南アジア、オーストラリアなどへのトッププロモーシ 

ョンの実施や海外旅行博・商談会への出展などによる誘 

客促進を行う。 

美の伝説事業 

訪日外国人旅行者の関西圏域への誘客を図るため、観光 

庁から認定された広域観光周遊ルート。地域が推進する 

取組を国が支援し、海外に強力に発信する事業。 

 



2 

 

関西観光 webによる情報発信[広域観光・文化・スポーツ振興局] (1,000千円) 

 関西に外国人観光客を誘客するための情報発信サイト「関西観光 web」を運用 

ジオパーク活動の推進[広域観光・文化・スポーツ振興局] (1,000千円) 

 広域観光周遊ルート「美の伝説」のうち『山陰海岸ジオパーク』ルートについて、「関西観光 web」

サイトにおける案内情報の充実を図るとともに、交通手段の情報提供など関西周遊の案内システム

を構築 

通訳案内士等の人材育成[広域観光・文化・スポーツ振興局] (2,452千円) 

 関西を訪れる訪日外国人観光客の視点に立ち、安心して関西観光を楽しめるよう、通訳案内士登

録に関する業務を行うとともに、通訳案内士等の人材育成を実施 

地域の魅力を活かす地域づくり事業[広域観光・文化・スポーツ振興局] (28,000千円(うち国費 1/2))  

 国の交付金等を活用し、民間事業者、広域連携 DMO・地域 DMO 等と連携して、外国人観光客等の

受入環境整備や地域における人材活用などを実施 

 １ 通訳案内士の活用 

  ・資質向上を図る研修を実施 

  ・就職を希望する通訳案内士等と旅行事業者等との交流会を実施 

  ・個人旅行者等がガイド情報にアクセスし、依頼できる webサイトを制作 

 ２ 文化資源を活用した周遊の仕組みづくり 

  ・関西各地にある文化資源を巡る観光ルートを作成 

  ・位置情報アプリ等を活用した旅行者への情報提供システムを構築  

  ・外国人観光客等に SNSで情報発信してもらう仕組みづくり 

人と人とのネットワークづくり 

若者世代による意見交換会[本部事務局] (1,933千円) 

 広域連合の取組・運営等の参考にするため、大学生等の若者世代による意見交換会を開催 

  ・ﾒﾝﾊﾞｰ  構成府県市域内大学生、広域連合若手職員 

  ・時期・場所  H30年９月、滋賀県 

女性活躍推進会議[本部事務局] (1,460千円) 

 経済界と共同で「関西女性活躍推進フォーラム」を設置し、関西広域での機運醸成や意識啓発な

どの取組を促進 

  ・ﾒﾝﾊﾞｰ  経済団体、地域活動団体、有識者等 

  ・回数   年２回程度、企画委員会４回 

情報発信 [本部事務局]  (9,575千円) 

 広域連合の見える化を推進し住民認知度の向上を図るため、ホームページやフェイスブック、メ

ールマガジン、シンポジウムの開催等による効果的な情報発信を実施 


